
平成２９年４月２５日 会頭記者会見 発言要旨 

 

時事の話題 

■時事の話題について 

緩やかではあるが、アベノミクスによる景気拡大がバブル景気を越えて戦後３番目の長さとなった。

好調な企業業績や人口減少に伴う人手不足を受けて、非製造業を中心に雇用情勢の改善が進んでいる。

また、大企業を中心とした賃上げの動きが中小企業にまで広がりつつある。 

今年の春闘では、業界によって中小企業のベア妥結額が大企業を上回ったという報道もあるが、大

企業よりも深刻な人手不足への懸念が影響しており、人材確保のための防衛的な側面が強く一概に景

気拡大によるものとは考えにくい。いずれにせよ、多くの中小企業ではこれから交渉が本格化するこ

とになるので、動向を注視しておきたい。 

景気回復を実感し、個人消費の増加による内需主体の力強い経済成長を実現するためには、賃上げ

からはじまる好循環を拡大することが重要だ。政府には、賃上げの原資を生み出すための生産性の向

上や新たな設備投資への支援など、中小企業対策を中心に引き続き経済最優先で取り組んでいただき

たい。本所としては、地元中小企業を中心に、セミナーや相談対応、AIや IoT、ロボットなどの先端

技術の活用など、生産性の向上に向けた支援に取り組んでいきたい。 

 

 

京都商工会議所の動き 

■京都・観光文化検定試験について 

12 月 10日に実施する今年の京都検定の概要が固まった。昨年は８千人を越える申し込みがあり、

受験者は７年連続で増加した。また、１級複数回合格者を表彰する「京都検定マイスター」制度を創

設し、京都をより深く探求したいというニーズに応える取り組みも行っている。今年も多くの方々に

受験いただき、幅広く奥の深い京都の魅力に触れていただきたいと思っている。 

第 14 回目を迎える今年の公開テーマは、３級を「京都駅界隈」、２級を「京都 茶の文化」、１級

を「京都の塔」とした。 

３級の「京都駅界隈」は、今年が初代京都駅竣工から140年の節目を迎えることや、現在の京都駅

ビルも20年目を迎えること等にもちなみ設定した。２級の「京都 茶の文化」については、「お茶の

京都博」を意識しながら、茶道、茶室、茶人、茶碗など、京都に根差す茶文化を学んでいただきたい

と思い設定した。１級の「京都の塔」については、京都における様々な塔にまつわる出題を予定して

いる。 

 

■京都創造者大賞の募集について 

本所、京都府、京都市等で組織する京都創造者大賞顕彰委員会が実施する「京都創造者大賞」は、

昨年度に第 10 回の節目を迎えたことを契機に、新たな京都ブランドの育成・振興にも重点を置いた

顕彰制度としてリニューアルし、今年度は新制度のもとで初めての募集となる。 

募集対象は、京都府域における「京都ブランド」のイメージアップや「京都の都市格向上」に著し

く貢献している活動や取り組みで、今年度より「今後、貢献が大いに期待できる案件」も対象に加え

ている。これまでの実績だけでなく、今後の飛躍が大いに期待される取り組みをいち早く顕彰するこ



とで、新たな京都ブランドの創出に貢献していきたいと考えている。今年度からは、特に、「オール

京都」として顕彰すべき創造的な活動や取り組みを、関係機関や関係団体より幅広くご推薦いただき、

より多様でポテンシャルの高い取り組みの掘り起こしを図りたいと考えている。 

 

■事業承継関するアンケート調査報告について 

本所の京都府事業引継ぎ支援センターが初めて実施した「府内事業所の事業承継の実態に関するア

ンケート調査」の結果をとりまとめた。この調査は、今年２月10日時点で、代表者が61歳～80歳の

京都府内2,000社の事業所を対象に記名式で実施している。有効回答は478件、回答率は、24.1％だ

った。 

結果は、事業承継を予定している事業所が約 70％、まだ決めていない事業所が 25％、廃業予定が

６％であった。昨年、国が実施した無記名式の調査では、60歳以上の経営者の約半数が「廃業を予定

している」と回答している。今回本所が行った調査の結果とは大きな隔たりがあることから、未回答

だった事業所に多くの廃業予定企業が含まれていることが推察される。 

今回の調査では、事業承継を予定しているが後継者が決まっていない事業所、まだ決めかねている

事業所、後継者不在のため廃業を予定している事業所が具体的に浮かび上がった。これらの事業所に

対し、本所の事業引継ぎ支援センターが中心となり、関係機関と協力して個別に支援を行っていきた

い。また今回アンケートに答えていただけなかった事業所には、早めの準備が必要であることをアド

バイスし、１社でも多くの事業承継がスムーズにいくように支援したい。 

 

 

 

記者からの質問事項 

■大阪への万博誘致について、京都経済界としてどのようにかかわっていく考えか。大阪万博

が京都経済に与える影響とあわせてお聞かせいただきたい。 

万博には国内外から多くの観光客が訪れるため、その経済波及効果を関西全体で取り込んでいける

ような取り組みが重要であり、京都経済界としても誘致活動に協力していきたいが、具体的にどのよ

うに協力していくかはこれから議論を進めたい。「いのち輝く未来社会のデザイン」というテーマに

もとづき、大阪だけなく、関西の各地域や企業が持つ多様な強みを結集し、世界に発信すべきである。 

関西は日本文化の集積地であるだけでなく、けいはんな学研都市での AI をはじめとする先端技術

や先端医療技術なども集積しており、またこれから大きく発展していくアジアにも近いことから、関

西は日本経済全体の成長を先導するポテンシャルを持っている。万博を一過性で終わらせるのではな

く、関西の成長を後押しし、さらには日本経済を発展させていく契機としたい。 

京都ビジョン2040で、30年後のありたい姿として「世界交流首都・京都」を掲げている。日本文

化の中枢都市として、また、京都迎賓館を活かした国際儀典都市として、歴史や文化財だけでなく、

おもてなしの行事や、世界文化遺産となった和食をはじめとする生活文化、コンテンツ産業なども含

めて発信し、人、文化、産業の交流へとつなげていく機会としたい。 

 

 

 



■事業承継について、どのように支援していく考えか。  

今回行った調査結果をもとに、セミナーや相談会の開催などを入り口として、具体的な個別支

援につなげていきたい。京都産業 21 などの関係する支援機関とも連携して積極的に支援してい

きたい。 

 

■電通に関する一連の長時間労働等の事件で、京都支社でも書類送検されたが、どのように考

えているか。 

個別の事案について具体的な回答は控えさせていただくが、京都企業においても同じことが起

こらないようにしていかななければならない。 

 

■文化庁の京都移転について、４月から地域創生本部が発足したが、今後どのような進め方を

していくのか。 

まだスタートしたばかりであり、本部内でも事業の分担等を企画している段階だ。京都経済

界としてどのような役割を果たしていくかは、今後の本部の方針を踏まえて決めていくことに

なるだろう。 

 

■北朝鮮をはじめとする昨今の国際情勢の混乱をどのように感じているか。 

北朝鮮問題については、わが身に迫る危機として感じている企業は少ないと思うが、推移を

見守っていきたい。有事が起こらないことを願っているが、万が一の際は、日本社会や経済へ

のリスクとなるものであり、それなりの備えをしないといけないのではないか。 

 

 

以 上 



 定例会頭記者会見 

 

 

 

日時：平成 29 年 4 月 25 日(火)14：00～14：30 

会場：京都商工会議所 3 階 第 3 会議室 

 

 

 

１．第 14 回京都・観光文化検定試験について               ・・・資料① 

 

２．京都創造者大賞の募集について                   ・・・資料② 

 

３．事業承継に関するアンケート調査について              ・・・資料③ 

 

 

 

以 上  

 



 

 
   

第１４回京都・観光文化検定試験実施概要 

 

 

試 験 日  平成２９年１２月１０日（日） ※１２月第２日曜日固定 
 
 
試験会場  【京都】  京都市内の大学等   【東京】  東京の大学等 

      中高生チャレンジ会場：京都商工会議所・市内中学校・高校 
 
 
一般申込  申込期間   ９月１日（金）～１１月６日（月）  

申込方法   ①インターネット  ②コンビニ端末  ③郵送 

      受 験 料   １級：６,４８０円／２級：４,３２０円／３級：３,２４０円  

 

団体申込  申込期間  ９月１日（金）～１０月３１日（火） 

      受 験 料  １級：５,１９０円／２級：３,４６０円／３級：２,６００円 

※団体受験料はのべ１０名以上で適用、１０名未満の場合は一般受験料 

 中学校・高等学校の自校開催は３級：１,６２０円 
 
 
受験資格  ・学歴・年齢・性別・国籍等の制限はありません 

・１級試験の受験は、２級合格者に限ります 
 
 
試 験 級  １級  京都全般に関する「高度な知識レベル」   

                  ＜制限時間＞ ９０分 

＜出 題＞  記述式：語句・穴埋め問題60問以内・小論文5問以内 

＜合 格＞  ８０％以上の正解をもって合格 
 

２級 京都全般に関する「やや高度な知識レベル」  

＜制限時間＞ ９０分 

＜出 題＞  四者択一１００問以内 

＜合 格＞  ７０％以上の正解をもって合格 
 

３級 京都全般に関する「基本的なレベル」 

 ＜制限時間＞ ９０分 

＜出 題＞   四者択一１００問以内 

＜合 格＞   ７０％以上の正解をもって合格 

 
 
出題範囲  歴史・史跡、神社・寺院、建築、庭園、美術、伝統工芸、伝統文化、花街、祭と行

事、京料理、京菓子、ならわし、ことばと伝説、地名、自然、観光 

 京都に関すること全般 

★「新版 京都・観光文化検定試験公式テキストブック」より３級：９０％、 

２級：７０％を出題、１級は共通範囲に準拠して出題。 

記者配布資料① 



 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】前回（第１０～１３回）までのテーマ 

  ＜第１０回＞ 

   ３級 「京都“花の名所”」        １０問 

   ２級 「洛北：大原・八瀬・比叡山」   １０問 

  １級 「京都と映画」          １０問 

  ＜第１１回＞ 

   ３級 「伏見・宇治」           １０問 

   ２級 「京の食文化」          １０問 

  １級 世界文化遺産「古都京都の文化財」  １０問 

  ＜第１２回＞ 

   ３級 「洛西：嵐山・嵯峨野・乙訓」  １０問 

   ２級 「琳派」           １０問 

  １級 「京都の三大祭」    １０問 

 ＜第１３回＞ 

   ３級 「京のおみやげ」    １０問 

   ２級 「山科・小野・醍醐」     １０問 

   １級 「京の七口と街道」   １０問 

 

第１４回公開テーマ (第 10回から設定) 

       〔３級〕京都駅界隈 

       〔２級〕京都 茶の文化 

       〔１級〕京都の塔 

 







アンケート《概要報告》

平成28年度 事業承継に関するアンケート調査報告書
京都府事業引継ぎ支援センター

■趣 旨

京都府内中小企業における事業承継の現状把握、後継者難の現状および事業承継における経営者の

関心事等を把握するため、記名式アンケートを実施した。

■調査内容

・調査対象 京都府内事業所のうち、次の条件の事業所 ２，０００社抽出

(１)代表者の年齢 ６１歳 ～ ８０歳

(２)直近の年商 ２億円以下

・調査時点 平成２９年２月１０日

・郵送到着 １，９８０件

・返信件数 ４９１件

・有効回答 ４７８件

・回答率 24.1％

■事業承継予定（478件）における現状（総論）

328件

69%

121件

25%

29件

6%

事業承継を予定 ( 69%)

まだ決めていない ( 25%)

廃業を予定 (6%)

有効回答者では、事業承継を予定している
との回答が大半であった（69％）。

記者配布資料③



（2）事業承継を「まだ決めていない」企業（121件）の理由

（３）「廃業を予定」している企業（29件）が廃業を選択する理由

16件

55%

12件

41%

1件

4%

事業の将来性に問題 ( 55%)

後継者がいない・育成できていない ( 41%)

その他( 4%)

44件

36%

35件

29%

37件

31%

3件

2%

2件

2%

自分が暫く代表を続ける (36%)

事業の先行きに見極めがつかない (29%)

後継者候補がいない (31%)

後継者候補はいるがまだ決まらない ( 2%)

廃業・M&Aを検討 ( 2%)

事業承継をまだ決めていない理由は、①
暫く代表を続ける、②事業の先行き不安、
③後継者候補がいないの①②③がほぼ同
数であった。

廃業を予定している理由は、①事業の将
来性に問題、②後継者不在にほぼ２分さ
れた。

92%

301件

8%

27件

事業承継者 既に決定 (92%)
事業承継者不在が課題 ( 8%)

後継者の属性（301件） 件数 割合

親族 257 85.4%

親族以外の役員・従業員 36 12.0%

社外の第三者 7 2.3%

無回答 1 0.3%

後継者未定の企業は約８％。既に決まっ
ている企業のうち、257件（85.4％）が親族
への承継となっており、第三者への承継は
7件（2.3％）にとどまる。

（1）事業承継を予定している企業（328件）の内、後継者が既に決まっている企業の割合とその属性



■事業承継における経営者の関心事（478件 / 複数回答有）

11

5

48

65

72

87

91

110

118

134

207

0 50 100 150 200 250

その他（無回答も含む）

事業承継に関心なし

第三者承継（M&A）について

事業承継のスケジュールの作成について

事業承継のための資金調達について

後継者の選定について

自社株式の譲渡について

事業譲渡に向けての経営改善

相続税・贈与税対策について

借入金の経営者保証への対策について

後継者の育成について

経営者にとって、事業承継における一番の課題は、後

継者の育成となっており、その育成のための支援づくり

が求められている。

■事業承継のM&Aに対する関心の有無

関心があるテーマ（134件中）

譲り渡し 77.6％（104件）

譲り受け 14.2％（19件）

譲渡・譲受どちらも 1.5％（2件）

無回答 6.7％（9件）

134件

29%

308件

68%

12件

3%

関心がある ( 29%)

あまり関心がない ( 68%)

その他 (  3%)

事業承継のM&Aに関心があるのは約3
割。関心の中心（8割近く）は「譲り渡し」と
いう結果となった。



＜まとめ＞

今回実施したアンケートでは、具体的な事業所の事業承継の現状を把握することが目的であ

り、記名式にて回収を行った。結果として、既に予定している事業所からの回答が大半を占め

た。回答した事業所の多くは、親族への承継を予定しており、85%を占めたが、一方、中小企業

でも14%ほどは、親族以外の役員、従業員へ承継する事が判明した。また、廃業を予定してい

る事業者の理由は、①事業の将来性、②後継者不在に２分された。昨年、国の実施したイン

ターネット調査では、６０歳以上の経営者の大半が廃業を予定しているという結果が出ており、

今回返信の無い事業者の中に、同様の問題を抱えている多くの事業者が存在すると推察され

る。

今回実施したアンケートを通じ、本所・事業引継ぎ支援センターの支援対象となる事業者

１８０社程を絞る事ができた。また、返信の無い高齢経営者の事業所にも早めの承継準備の重

要性を理解いただくよう、引き続き関係機関と連携を取り情報提供を行っていきたい。


